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図 8.1-23(10)工事の実施(造成工事の実施)による浮遊粒子状物質の予測結果 

(年平均値):2020 年度(環境保全措置実施後) 

(関連事業) 

数値は、建設機械稼働分の濃度である。 

(※1μg/m3＝0.001mg/m3) 

バックグラウンド濃度は 23μg/m3＝0.023mg/m3である。 

施工区域 

2020 年度 

その他、北 1～3工区、南 1～3工区で関連事業実施中。

最大着地濃度地点(赤数字：濃度) 

2020 年度浮遊粒子状物質濃度(μg/m3) 
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図 8.1-23(11)工事の実施(造成工事の実施)による浮遊粒子状物質の予測結果 

(年平均値):2021 年度(環境保全措置実施後) 

(関連事業) 

数値は、建設機械稼働分の濃度である。 

(※1μg/m3＝0.001mg/m3) 

バックグラウンド濃度は 23μg/m3＝0.023mg/m3である。 

施工区域 

2021 年度 

その他、北 1～3工区、南 1～3工区で関連事業実施中。

最大着地濃度地点(赤数字：濃度) 

2021 年度浮遊粒子状物質濃度(μg/m3) 
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図 8.1-23(12)工事の実施(造成工事の実施)による浮遊粒子状物質の予測結果 

(年平均値):2022 年度(環境保全措置実施後) 

(関連事業) 

数値は、建設機械稼働分の濃度である。 

(※1μg/m3＝0.001mg/m3) 

バックグラウンド濃度は 23μg/m3＝0.023mg/m3である。 

施工区域 

2022 年度 

その他、 

南 1～3工区で 

関連事業実施中。

最大着地濃度地点(赤数字：濃度) 

2022 年度浮遊粒子状物質濃度(μg/m3) 
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図 8.1-23(13)工事の実施(造成工事の実施)による浮遊粒子状物質の予測結果 

(年平均値):2023 年度(環境保全措置実施後) 

(関連事業) 

数値は、建設機械稼働分の濃度である。 

(※1μg/m3＝0.001mg/m3) 

バックグラウンド濃度は 23μg/m3＝0.023mg/m3である。 

施工区域 

2023 年度

最大着地濃度地点(赤数字：濃度) 

2023 年度浮遊粒子状物質濃度(μg/m3) 
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図 8.1-23(14)工事の実施(造成工事の実施)による浮遊粒子状物質の予測結果 

(年平均値):2024 年度(環境保全措置実施後) 

(関連事業) 

数値は、建設機械稼働分の濃度である。 

(※1μg/m3＝0.001mg/m3) 

バックグラウンド濃度は 23μg/m3＝0.023mg/m3である。 

施工区域 

2024 年度

最大着地濃度地点(赤数字：濃度) 

2024 年度浮遊粒子状物質濃度(μg/m3) 
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図 8.1-23(15)工事の実施(造成工事の実施)による浮遊粒子状物質の予測結果 

(年平均値):2025 年度(環境保全措置実施後) 

(関連事業) 

数値は、建設機械稼働分の濃度である。 

(※1μg/m3＝0.001mg/m3) 

バックグラウンド濃度は 23μg/m3＝0.023mg/m3である。 

施工区域 

2025 年度

最大着地濃度地点(赤数字：濃度) 

2025 年度浮遊粒子状物質濃度(μg/m3) 
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図 8.1-23(16)工事の実施(造成工事の実施)による浮遊粒子状物質の予測結果 

(年平均値):2026 年度(環境保全措置実施後) 

(関連事業) 

数値は、建設機械稼働分の濃度である。 

(※1μg/m3＝0.001mg/m3) 

バックグラウンド濃度は 23μg/m3＝0.023mg/m3である。 

施工区域 

2026 年度 最大着地濃度地点(赤数字：濃度) 

2026 年度浮遊粒子状物質濃度(μg/m3) 
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図 8.1-23(17)工事の実施(造成工事の実施)による浮遊粒子状物質の予測結果 

(年平均値):2027 年度(環境保全措置実施後) 

(関連事業) 

数値は、建設機械稼働分の濃度である。 

(※1μg/m3＝0.001mg/m3) 

バックグラウンド濃度は 23μg/m3＝0.023mg/m3である。 

施工区域 

2027 年度 最大着地濃度地点(赤数字：濃度) 

2027 年度浮遊粒子状物質濃度(μg/m3) 
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図 8.1-23(18)工事の実施(造成工事の実施)による浮遊粒子状物質の予測結果 

(年平均値):2028 年度(環境保全措置実施後) 

(関連事業) 

数値は、建設機械稼働分の濃度である。 

(※1μg/m3＝0.001mg/m3) 

バックグラウンド濃度は 23μg/m3＝0.023mg/m3である。 

施工区域 

2028 年度 最大着地濃度地点(赤数字：濃度) 

2028 年度浮遊粒子状物質濃度(μg/m3) 
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2) 1 時間値 

工事の実施(造成工事の実施)による環境保全措置実施後の大気質(二酸化窒素及び浮遊

粒子状物質)の影響の予測結果(1 時間値)を表 8.1-43(1)～(2)に示す。また、大気質の濃度

が最も高くなる風向(東北東(ENE))の時の予測結果(建設機械の稼働に伴う付加濃度：1 時

間値)を図 8.1-24(1)～(2)に示す。(その他の風向の予測結果は資料編に示す。) 

ピーク月(2021 年 10 月)の二酸化窒素の最大着地濃度(建設機械の稼働に伴う付加濃度)

は 0.054～0.097ppm、バックグラウンド濃度を加えた将来予測濃度は 0.087～0.130ppm で

ある。 

ピーク月(2021年 10月)の浮遊粒子状物質の最大着地濃度(建設機械の稼働に伴う付加濃

度)は 0.043～0.158mg/m3、バックグラウンド濃度を加えた将来予測濃度は 0.078～

0.193mg/m3である。 

表 8.1-43(1)  工事の実施(造成工事の実施)による二酸化窒素の予測結果(1 時間値) 

(環境保全措置実施後) 

単位：ppm

バックグラウンド
濃度

造成工事の
実施に伴う
付加濃度

将来予測濃度

(1) (2) (3)＝(1)＋(2)

W 0.033 0.059 0.092

WSW 0.033 0.062 0.095

SW 0.033 0.054 0.087

SSW 0.033 0.061 0.094

S 0.033 0.067 0.100

SSE 0.033 0.069 0.102

SE 0.033 0.076 0.109

ESE 0.033 0.089 0.122

E 0.033 0.072 0.105

ENE 0.033 0.097 0.130

NE 0.033 0.076 0.109

NNE 0.033 0.071 0.104

N 0.033 0.057 0.090

NNW 0.033 0.069 0.102

NW 0.033 0.067 0.100

WNW 0.033 0.070 0.103

予測地点 風向

最大着地濃度
出現地点
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表 8.1-43(2) 工事の実施(造成工事の実施)による浮遊粒子状物質の予測結果(1 時間値) 

(環境保全措置実施後) 

単位：mg/m3

バックグラウンド
濃度

造成工事の
実施に伴う
付加濃度

将来予測濃度

(1) (2) (3)＝(1)＋(2)

W 0.035 0.048 0.083

WSW 0.035 0.057 0.092

SW 0.035 0.043 0.078

SSW 0.035 0.056 0.091

S 0.035 0.064 0.099

SSE 0.035 0.083 0.118

SE 0.035 0.088 0.123

ESE 0.035 0.110 0.145

E 0.035 0.072 0.107

ENE 0.035 0.158 0.193

NE 0.035 0.092 0.127

NNE 0.035 0.069 0.104

N 0.035 0.044 0.079

NNW 0.035 0.074 0.109

NW 0.035 0.060 0.095

WNW 0.035 0.070 0.105

最大着地濃度
出現地点

予測地点 風向
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図 8.1-24(1)工事の実施(造成工事の実施)による二酸化窒素の予測結果 

(1 時間値):風向 ENE 大気安定度 D(環境保全措置実施後) 

最大着地濃度地点 (赤数字：濃度) 

二酸化窒素濃度(ppm)：風向 ENE 大気安定度 D 

数値は、建設機械稼働分の濃度である。 

バックグラウンド濃度は 0.033ppm である。 

(関連事業) 

施工区域 

2021 年度
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図 8.1-24(2)工事の実施(造成工事の実施)による浮遊粒子状物質の予測結果 

(1 時間値):風向 ENE 大気安定度 D(環境保全措置実施後) 

施工区域 

数値は、建設機械稼働分の濃度である。 

バックグラウンド濃度は 0.035mg/m3である。 

(関連事業) 

最大着地濃度地点 (赤数字：濃度) 

浮遊粒子状物質濃度(mg/m3)：風向 ENE 大気安定度 D 

2021 年度



8.1-107 

(2) 工事の実施(資材等運搬車両の走行)による影響(二酸化窒素及び浮遊粒子状物質) 

予測結果を踏まえ、工事の実施(資材等運搬車両の走行)による影響を最小限度にするこ

とを保全方針として、表 8.1-44 のとおり環境保全措置を設定し、効果を定性的に予測した。 

表 8.1-44 工事の実施(資材等運搬車両の走行)による影響に対する環境保全措置 

保全措置

の種類 
低減 低減 低減 低減 低減 低減 

実施主体 事業者 事業者 事業者 事業者 事業者 事業者 

実施内容

資材等運搬車

両は、排出ガス

規制適合車を

使用するよう

に努める。 

資材等運搬車

両のアイドリ

ングストップ

等、エコドライブ

の励行を徹底

するように努

める。 

資材等運搬車

両の整備、点検

を徹底するよ

うに努める。 

資材等運搬車

両は、走行速度

を抑制するよ

う努める。 

資材等運搬車

両の計画的、か

つ効率的な運

行計画を検討

し、車両による

搬出入が一時

的に集中しな

いように努め

る。 

資材等運搬車

両は、周辺道路

での待機によ

る渋滞を発生

させないよう、

事業実施区域

内で待機させ

ることに努め

る。 

実施時期 工事中 工事中 工事中 工事中 工事中 工事中 

効果 

大気汚染物質

の発生の低減

が見込まれる。

大気汚染物質

の発生の低減

が見込まれる。

大気汚染物質

の発生の低減

が見込まれる。

大気汚染物質

の発生の低減

が見込まれる。

大気汚染物質

の発生の低減

が見込まれる。

大気汚染物質

の発生の低減

が見込まれる。

効果の 

不確実性

なし なし なし なし なし なし 

他の環境

への影響

なし 騒音・温室効果

ガス等の影響

が緩和される。

騒音・振動・温

室効果ガス等

の影響が緩和

される。 

騒音・振動・温

室効果ガス等

の影響が緩和

される。 

騒音・振動・温

室効果ガス等

の影響が緩和

される。 

騒音・振動の影

響が緩和され

る。 
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(3) 工事の実施(造成工事の実施)による影響(粉じん等) 

予測結果を踏まえ、工事の実施(造成工事の実施)による影響(粉じん等)を最小限度にす

ることを保全方針として、表 8.1-45 のとおり環境保全措置を設定した。 

表 8.1-45 工事の実施(造成工事の実施)による影響(粉じん等)に対する環境保全措置 

保全措置

の種類 
低減 低減 低減 低減 低減 

実施主体 事業者 事業者 事業者 事業者 事業者 

実施内容

強風時には土工作

業を控えるととも

に、造成箇所や建

設機械の稼働範囲

及び資材等運搬車

両の仮設道路に適

宜散水を行うよう

に努める。 

工事区域出口に洗

浄用ホースを設置

する等、資材等運

搬車両のタイヤに

付着した土砂の払

い落としや、場内

の清掃等を徹底す

るように努める。 

計画的、かつ効率

的な工事計画を検

討し、建設機械の

集中稼動を避ける

よう努める。 

必要に応じて、仮

囲いを設置する。 

必要に応じて、造

成地をシートによ

り被覆するなど、

裸地からの粉じん

等の飛散を防止す

る。 

実施時期 工事中 工事中 工事中 工事中 工事中 

効果 

粉じん等の飛散の

低減が見込まれ

る。 

粉じん等の飛散の

低減が見込まれ

る。 

粉じん等の飛散の

低減が見込まれ

る。 

粉じん等の飛散の

低減が見込まれ

る。 

粉じん等の飛散の

低減が見込まれ

る。 

効果の 

不確実性

なし なし なし なし なし 

他の環境

への影響

なし なし 騒音・振動・温室

効果ガス等の影響

が緩和される。 

騒音の影響が緩和

される。 

濁水の発生の低減

が見込まれる。 

これらの環境保全措置のうち、散水の実施について、その効果を予測した。

表 8.1-46 工種別の基準降下ばいじん量 

工 種 
基準降下ばいじん量 

(t/km2/月) 

拡散 

係数 

構造物取壊し工 コンクリート構造物取壊し(散水) 1,700 2.0 

出典：道路環境影響評価の技術手法(平成 24 年度版) 

(国土交通省 国土技術政策総合研究所 独立行政法人 土木研究所、平成 25 年 3 月) 

工事の実施(造成工事の実施)による環境保全措置実施後の大気質(粉じん等)への影響の

予測結果を表 8.1-47 及び図 8.1-25(1)～(4)に示す。 

粉じん等の最大着地濃度(造成工事の実施に伴う付加濃度)は、各季とも 10t/km2/月と予

測する。 
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表 8.1-47 工事の実施(造成工事の実施)による大気質(粉じん等)の予測結果 

(環境保全措置実施後) 

※環境保全措置を実施した場合、春のピークは 2021 年 4 月となる。 

単位：t/km2/月

予測地点 年次 将来予測濃度

2020年10月（秋） 10

2021年2月（冬） 10

2021年4月（春） 10

2021年7月（夏） 10

最大着地濃度
出現地点
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図 8.1-25(1) 工事の実施(造成工事の実施)による粉じん等の予測結果(秋：2020 年 10 月) 

(環境保全措置実施後) 

(関連事業) 

最大着地濃度地点(赤数字：降下ばいじん量)

降下ばいじん量(秋)(t/km2/月) 

数値は、建設機械稼働分の降下ばいじん量である。 

降下ばいじんの参考値は、10t/km2/月である。 

施工区域 

2020 年度 

その他、北 1～3工区、南 1～3工区で関連事業実施中。
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図 8.1-25(2) 工事の実施(造成工事の実施)による粉じん等の予測結果(冬：2021 年 2 月) 

(環境保全措置実施後) 

(関連事業) 

数値は、建設機械稼働分の降下ばいじん量である。 

降下ばいじんの参考値は、10t/km2/月である。 

施工区域 

最大着地濃度地点(赤数字：降下ばいじん量)

降下ばいじん量(冬)(t/km2/月) 

2020 年度 

その他、北 1～3工区、南 1～3工区で関連事業実施中。
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図 8.1-25(3) 工事の実施(造成工事の実施)による粉じん等の予測結果(春：2021 年 4 月) 

(環境保全措置実施後) 

(関連事業) 

数値は、建設機械稼働分の降下ばいじん量である。 

降下ばいじんの参考値は、10t/km2/月である。 

施工区域 

最大着地濃度地点(赤数字：降下ばいじん量)

降下ばいじん量(春)(t/km2/月) 

2021 年度 

その他、北 1～3工区、南 1～3工区で関連事業実施中。
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図 8.1-25(4) 工事の実施(造成工事の実施)による粉じん等の予測結果(夏：2021 年 7 月) 

(環境保全措置実施後) 

(関連事業) 

数値は、建設機械稼働分の降下ばいじん量である。 

降下ばいじんの参考値は、10t/km2/月である。 

施工区域 

最大着地濃度地点(赤数字：降下ばいじん量)

降下ばいじん量(夏)(t/km2/月) 

2021 年度 

その他、北 1～3工区、南 1～3工区で関連事業実施中。
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(4) 工事の実施(資材等運搬車両の走行)による影響(粉じん等) 

予測結果を踏まえ、工事の実施(資材等運搬車両の走行)による影響(粉じん等)を最小限

度にすることを保全方針として、表 8.1-48 のとおり環境保全措置を設定した。 

表 8.1-48 工事の実施(資材等運搬車両の走行)による影響 

(粉じん等)に対する環境保全措置 

保全措置の種類 低減 低減 

実施主体 事業者 事業者 

実施内容 

工事区域出口に洗浄用ホー

スを設置する等、資材等運搬

車両のタイヤに付着した土

砂の払い落としや、場内の清

掃等を徹底するように努め

る。 

土砂の運搬時には、必要に応

じて資材等運搬車両の荷台

をシートで被覆するように

努める。 

実施時期 工事中 工事中 

効果 
粉じん等の飛散の低減が見

込まれる。 

粉じん等の飛散の低減が見

込まれる。 

効果の不確実性 なし なし 

他の環境への影響 なし なし 

これらの環境保全措置のうち、タイヤに付着した土砂の払い落としについて、その効果

を予測した。 

表 8.1-49 基準降下ばいじん量及び降下ばいじんの拡散を表す係数 

道路の状況 
基準降下ばいじん量(a) 

(t/km2/月) 
拡散係数(c) 

舗装路＋タイヤ洗浄装置 0.0007 2.0 

出典：道路環境影響評価の技術手法(平成 24 年度版) 

(国土交通省 国土技術政策総合研究所 独立行政法人 土木研究所、平成 25 年 3 月) 

工事の実施(資材等運搬車両の走行)による環境保全措置実施後の大気質(粉じん等)への

影響の予測結果を表 8.1-50 に示す。 

資材等運搬車両の走行に伴う粉じん等は、予測地点⑤が0.5～1.1t/km2/月、予測地点⑥、

⑦が 0.2～0.6t/km2/月、予測地点⑧が 0.3～0.5t/km2/月と予測する。 
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表 8.1-50 工事の実施(資材等運搬車両の走行)による大気質(粉じん等)の予測結果 

(環境保全措置実施後) 

(5) 存在・供用(施設関連車両の走行)による影響(二酸化窒素及び浮遊粒子状物質) 

予測結果を踏まえ、存在・供用(施設関連車両の走行)による影響を最小限度にすること

を保全方針として、表 8.1-51 のとおり環境保全措置を設定し、効果を定性的に予測した。 

表 8.1-51 存在・供用(施設関連車両の走行)による影響に対する環境保全措置 

保全措置の種類 低減 低減 

実施主体 事業者 事業者 

実施内容 

街路樹や公園の整備などにより、大

気質の保全・温室効果ガスの吸収に

努める。 

区域内道路を適切に整備すること

により、車両通行による周辺地域の

大気質への影響を軽減するよう努

める。 

実施時期 存在・供用時 存在・供用時 

効果 
大気汚染物質の拡散の低減が見込

まれる。 

大気汚染物質の発生の低減が見込

まれる。 

効果の不確実性 なし なし 

他の環境への影響 
温室効果ガス等の影響が緩和され

る。 
騒音、振動の影響が緩和される。 

単位：t/km
2
/月

冬 春 夏 秋
2020年12月 2022年5月 2022年7月 2022年9月

北側 0.5 0.7 0.5 0.5
南側 0.5 1.1 1.1 0.9
東側 0.3 0.6 0.6 0.4
西側 0.2 0.4 0.3 0.4
東側 0.3 0.6 0.6 0.4
西側 0.2 0.4 0.3 0.4
西側 0.3 0.5 0.4 0.5
東側 0.3 0.5 0.5 0.3

⑦

⑧

降下ばいじん量

⑤

⑥

予測地点
予測
方向
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8.1.4 事後調査 

(1) 工事の実施(造成工事の実施)による影響(二酸化窒素及び浮遊粒子状物質) 

1) 事後調査の必要性 

採用した予測手法は、その予測精度に係る知見が十分に蓄積されていると判断でき、予

測の不確実性は小さい。また、採用した環境保全措置についても効果に係る知見が十分に

蓄積されていると判断でき、効果の不確実性はない。 

したがって、事後調査は行わないこととした。 

(2) 工事の実施(資材等運搬車両の走行)による影響(二酸化窒素及び浮遊粒子状物質) 

1) 事後調査の必要性 

採用した予測手法は、その予測精度に係る知見が十分に蓄積されていると判断でき、予

測の不確実性は小さい。また、採用した環境保全措置についても効果に係る知見が十分に

蓄積されていると判断でき、効果の不確実性はない。 

したがって、事後調査は行わないこととした。 

(3) 工事の実施(造成工事の実施)による影響(粉じん等) 

1) 事後調査の必要性 

採用した予測手法は、その予測精度に係る知見が十分に蓄積されていると判断でき、予

測の不確実性は小さい。また、採用した環境保全措置についても効果に係る知見が十分に

蓄積されていると判断でき、効果の不確実性はない。 

しかし、予測結果は、後述する評価の指標(スパイクタイヤ粉じんにおける生活環境の保

全が必要な地域の指標を参考として設定された降下ばいじんの参考値 10t/km2/月)と同程

度であり、予測結果の検証として、表 8.1-52 に示す事後調査を実施する。 

表 8.1-52 事後調査の内容 

調査項目 調査内容 

工事の実施(造成工事の実

施)による大気質(粉じん

等) 

○調査時期 

 工事中の予測時点（季節ごとに建設機械の稼働に伴う降下ばいじん量が

最大となる時期） 

・秋：2020 年 10 月 

・冬：2021 年 2 月 

・春：2021 年 4 月 

・夏：2021 年 7 月 

(なお、工事の進捗等により時期を変更する可能性がある) 

○調査地点 

 最大着地濃度地点周辺で工事の作業状況や住居等の保全対象の位置等

を勘案し設定する。 

○調査方法 

 「環境測定分析法注解<第 1 巻>」(環境庁企画調整局研究調整課監

修)1.4.5 ダストジャーによる測定法 
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2) 事後調査の結果により環境影響の程度が著しいことが判明した場合の対応 

事前に予測し得ない環境上の著しい影響が生じた場合は、事業者が関係機関と協議し、

専門家の意見及び指導を得ながら、必要に応じて追加調査等適切な措置を講じる。 

(4) 工事の実施(資材等運搬車両の走行)による影響(粉じん等) 

1) 事後調査の必要性 

採用した予測手法は、その予測精度に係る知見が十分に蓄積されていると判断でき、予

測の不確実性は小さい。また、採用した環境保全措置についても効果に係る知見が十分に

蓄積されていると判断でき、効果の不確実性はない。 

したがって、事後調査は行わないこととした。 

(5) 存在・供用(施設関連車両の走行)による影響(二酸化窒素及び浮遊粒子状物質) 

1) 事後調査の必要性 

採用した予測手法は、その予測精度に係る知見が十分に蓄積されていると判断でき、予

測の不確実性は小さい。また、採用した環境保全措置についても効果に係る知見が十分に

蓄積されていると判断でき、効果の不確実性はない。 

したがって、事後調査は行わないこととした。 
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8.1.5 評価 

(1) 工事の実施(造成工事の実施)による影響(二酸化窒素及び浮遊粒子状物質) 

1) 評価の方法 

a) 回避・低減に係る評価 

予測結果を踏まえ、工事の実施(造成工事の実施)による大気質(二酸化窒素及び浮遊粒子

状物質)の影響が、工事手法、保全対策等により、実行可能な範囲で回避・低減が図られて

いるか否かを判断する。 

b) 基準や目標との整合性に係る評価 

二酸化窒素及び浮遊粒子状物質の年平均値の予測結果については、日平均値(二酸化窒

素：日平均値の年間 98％値、浮遊粒子状物質：日平均値の年間 2％除外値)に換算してから、

表 8.1-53 に示す基準や目標と整合が図られているかを判断する。 

また、二酸化窒素及び浮遊粒子状物質の 1 時間値の予測結果については、表 8.1-53 に示

す基準や目標と整合が図られているかを判断する。 

表 8.1-53 整合を図るべき基準や目標 

項 目 整合を図るべき基準や目標 

大 気 

(二酸化窒素

及び浮遊粒子

状物質) 

「二酸化窒素及び浮遊粒子状物質の日平均値」 

二酸化窒素に係る環境基準について(昭和 53 年 7 月 11 日 環境庁告示第 38 号) 

大気の汚染に係る環境基準について(昭和 48 年 5 月 8 日 環境庁告示第 25 号) 

「二酸化窒素及び浮遊粒子状物質の 1 時間値の予測結果」 

中央公害対策審議会大気部会に設置された「二酸化窒素に係る判定条件等専門委員会」によ

り、昭和 53 年 3 月 20 日付けの報告書にて提案された指針値。 

「二酸化窒素の短期暴露については 1 時間暴露として 0.1～0.2ppm」 

大気の汚染に係る環境基準について(昭和 48 年 5 月 8 日 環境庁告示第 25 号) 
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2) 評価の結果 

a) 回避・低減に係る評価 

予測の結果、工事の実施(造成工事の実施)による大気汚染物質の排出により、周辺環境

(大気質)への影響が考えられるが、表 8.1-40 に示した環境保全措置を講ずることで、大気

汚染物質の発生源対策に努めていく。 

このことから、工事の実施(造成工事の実施)による大気質(二酸化窒素及び浮遊粒子状物

質)への影響は、実行可能な範囲で低減が図られているものと評価する。 

b) 基準や目標との整合性に係る評価 

年平均値の予測結果については、日平均値(二酸化窒素：日平均値の年間 98％値、浮遊

粒子状物質：日平均値の年間 2％除外値)に換算して評価を行った。 

換算式は、「道路環境影響評価の技術手法(平成 24 年度版)」(国土交通省 国土技術政策

総合研究所 独立行政法人 土木研究所、平成 25 年 3 月)に示された以下の式とした。 

   [二酸化窒素年間 98％値]=a([NO2]BG+[NO2]R)+b 

      a=1.34+0.11･exp(-[NO2]R /[NO2]BG) 

      b=0.0070+0.0012･exp(-[NO2]R /[NO2]BG) 

[浮遊粒子状物質年間 2％除外値]=a([SPM]BG+[SPM]R)+b 

      a=1.71+0.37･exp(-[SPM]R /[SPM]BG) 

      b=0.0063+0.0014･exp(-[SPM]R /[SPM]BG) 

ここで、[NO2]R:二酸化窒素の道路寄与濃度の年平均値(ppm) 

[NO2]BG:二酸化窒素のバックグラウンド濃度の年平均値(ppm) 

[SPM]R:浮遊粒子状物質の道路寄与濃度の年平均値(mg/m3) 

[SPM]BG:浮遊粒子状物質のバックグラウンド濃度の年平均値(mg/m3) 

工事の実施(造成工事の実施)による二酸化窒素及び浮遊粒子状物質の将来予測濃度(年

平均値)の日平均値(二酸化窒素：日平均値の年間 98％値、浮遊粒子状物質：日平均値の年

間 2％除外値)への換算結果を表 8.1-54(1)～(2)に、二酸化窒素の日平均値の年間 98％値

及び浮遊粒子状物質の日平均値の年間 2％除外値を図 8.1-26(1)～(36)に示す。 

これによると、ピーク年(2021 年 4 月から 1 年間)では、環境保全措置(排出ガス対策型

建設機械の採用)実施前で、最大着地濃度出現地点における二酸化窒素の日平均値の年間

98％値が0.03604ppm、浮遊粒子状物質の日平均値の年間2％除外値が0.05686mg/m3となり、

二酸化窒素及び浮遊粒子状物質ともに整合を図るべき基準や目標を満たしている。 

また、環境保全措置実施後で、最大着地濃度出現地点における二酸化窒素の日平均値の

年間 98％値が 0.03239ppm、浮遊粒子状物質の日平均値の年間 2％除外値が 0.05603ppm と

なり、さらなる低減が図られる。 
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表 8.1-54(1) 工事の実施(造成工事の実施)による二酸化窒素の評価 

(日平均値の年間 98％値) 

注)「日平均値」欄は、日平均値の年間 98％値を示す。

単位：ppm

年平均値 日平均値

実施前 0.01889 0.03484

実施後 0.01651 0.03185

実施前 0.01984 0.03604

実施後 0.01694 0.03239

実施前 0.01816 0.03392

実施後 0.01619 0.03145

実施前 0.01690 0.03234

実施後 0.01570 0.03083

実施前 0.01725 0.03278

実施後 0.01584 0.03101

実施前 0.01620 0.03146

実施後 0.01541 0.03047

実施前 0.01578 0.03093

実施後 0.01526 0.03028

実施前 0.01830 0.03410

実施後 0.01625 0.03152

実施前 0.01586 0.03103

実施後 0.01529 0.03032

2023年度

2024年度

2025年度

2028年度

最大着地濃度
出現地点

予測地点 年次
将来予測濃度

2022年度

環境基準環境保全措置

2020年度

2021年度（ピーク年）

2026年度

2027年度

0.04～0.06ppmまでの
ゾーン内またはそれ以下
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表 8.1-54(2) 工事の実施(造成工事の実施)による浮遊粒子状物質の評価 

(日平均値の年間 2％除外値) 

注)「日平均値」欄は、日平均値の年間 2％除外値を示す。 

単位：mg/m3

年平均値 日平均値

実施前 0.0236 0.05653

実施後 0.0233 0.05603

実施前 0.0238 0.05686

実施後 0.0233 0.05603

実施前 0.0235 0.05636

実施後 0.0232 0.05587

実施前 0.0233 0.05603

実施後 0.0231 0.05570

実施前 0.0234 0.05620

実施後 0.0232 0.05587

実施前 0.0232 0.05587

実施後 0.0231 0.05570

実施前 0.0231 0.05570

実施後 0.0231 0.05570

実施前 0.0235 0.05636

実施後 0.0232 0.05587

実施前 0.0231 0.05570

実施後 0.0231 0.05570

2026年度

2027年度

2028年度

最大着地濃度
出現地点 0.10mg/m3以下

2021年度（ピーク年）

2025年度

予測地点 年次

2023年度

2024年度

将来予測濃度
環境保全措置 環境基準

2022年度

2020年度
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図 8.1-26(1) 工事の実施(造成工事の実施)による二酸化窒素の予測結果 

(日平均値の年間 98%値)(2020 年度 環境保全措置実施前) 

(関連事業) 

環境基準は、日平均値が 0.04～0.06ppm までのゾーン内またはそれ以下 

施工区域 

最大着地濃度地点(赤数字：濃度) 

2020 年度二酸化窒素濃度(日平均値の年間 98%値：ppm)

2020 年度 

その他、北 1～3工区、南 1～3工区で関連事業実施中。
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図 8.1-26(2) 工事の実施(造成工事の実施)による二酸化窒素の予測結果 

(日平均値の年間 98%値)(2020 年度 環境保全措置実施後) 

(関連事業) 

環境基準は、日平均値が 0.04～0.06ppm までのゾーン内またはそれ以下 

施工区域 

最大着地濃度地点(赤数字：濃度) 

2020 年度二酸化窒素濃度(日平均値の年間 98%値：ppm)

2020 年度 

その他、北 1～3工区、南 1～3工区で関連事業実施中。
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図 8.1-26(3) 工事の実施(造成工事の実施)による二酸化窒素の予測結果 

(日平均値の年間 98%値)(2021 年度 環境保全措置実施前) 

(関連事業) 

環境基準は、日平均値が 0.04～0.06ppm までのゾーン内またはそれ以下 

施工区域 

最大着地濃度地点(赤数字：濃度) 

2021 年度二酸化窒素濃度(日平均値の年間 98%値：ppm)

2021 年度 

その他、北 1～3工区、南 1～3工区で関連事業実施中。
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図 8.1-26(4) 工事の実施(造成工事の実施)による二酸化窒素の予測結果 

(日平均値の年間 98%値)(2020 年度 環境保全措置実施後) 

(関連事業) 

環境基準は、日平均値が 0.04～0.06ppm までのゾーン内またはそれ以下 

施工区域 

最大着地濃度地点(赤数字：濃度) 

2021 年度二酸化窒素濃度(日平均値の年間 98%値：ppm)

2021 年度 

その他、北 1～3工区、南 1～3工区で関連事業実施中。
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図 8.1-26(5) 工事の実施(造成工事の実施)による二酸化窒素の予測結果 

(日平均値の年間 98%値)(2022 年度 環境保全措置実施前) 

(関連事業) 

環境基準は、日平均値が 0.04～0.06ppm までのゾーン内またはそれ以下 施工区域 

最大着地濃度地点(赤数字：濃度) 

2022 年度二酸化窒素濃度(日平均値の年間 98%値：ppm)

2022 年度 

その他、 

南 1～3工区で 

関連事業実施中。


	res_8.1_5
	res_8.1_6



